
二本松市社会福祉施設等物価高騰対策支援金（高齢者施設等） 
（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業） 

 

１．交付対象施設等（高齢者施設等）及び支援金の額 
施設等 支援金の額 

介護老人福祉施設、介護老人保健施設、認知症対応型共同
生活介護、地域密着型介護老人福祉施設、短期入所生活介
護、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢
者向け住宅 

定員１名につき 8,000 円 

小規模多機能型居宅介護 宿泊定員１名につき 8,000 円 
１事業所につき 70,000 円 

通所介護、通所リハビリテーション、地域密着型通所介護、
認知症対応型通所介護 

１事業所につき 70,000 円 

訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーシ
ョン、居宅療養管理指導、居宅介護支援、定期巡回・随時
対応型訪問介護看護 

 
１事業所につき 51,000 円 

 

２．留意事項等 
⑴ 支援金について 

  ① 県が実施する物価高騰対策事業支援金と併給することができます。 
  ② 支援金の算出根拠となる定員は、令和７年１０月１日現在において、県又は市に届出等をし

ている定員になります。 
 

⑵ 対象要件について 
 ① 令和７年１０月１日現在において二本松市内で運営している施設等で、令和８年３月３１日

までの間、廃止又は休止（予定を含む。）していない施設等が対象です。 
 ② 病院・診療所・保険薬局が行う一定のサービスについて、介護保険法上の指定があったもの

とみなされる「みなし指定」の施設等は対象外となります。 
  ③ 高齢者施設と障がい児者施設を一体的に運営している場合には、どちらか一方でのみ申請可

能です。（重複申請はできません。）障がい児者施設で申請する場合には、二本松市福祉課から
の案内を確認の上申請してください。 

  ④ 複数のサービスで指定を受けている場合には、サービス毎に支援金を申請することができま
す。(申請の手続きは、法人単位で一括して行ってください。） 

  ⑤ 短期入所の空床型については、本体施設と別に申請することはできません。 
 

⑶ 申請方法等 
  ① 交付対象の高齢者施設等を運営する法人単位（申請者は法人の代表者、代表者印を押印）で

の申請となります。施設ごと、管理者名等での申請はできませんので、ご注意ください。 
  ② 高齢者施設等とその他の区分（障がい、学童、医療）の施設等を運営している場合には、別

申請となりますので、その他の区分の施設等については、本申請からは除外してください。 
  ③ 振込先は原則として申請者名義の法人口座となります。申請者と異なる名義の口座への振込

を希望される場合には、委任状が必要になります。 


